
○国民の安心・安全に寄与する防災情報の作成及び地球
環境の監視に欠かせない静止気象衛星ひまわり８号及
び９号の運用を継続します。

○ひまわり８号は平成２７年７月７日に運用開始。ひま
わり９号は平成２８年度に打ち上げられる予定。２機
あわせて平成４１年度まで運用します。

静止気象衛星業務等
（ひまわり８号：平成２７年7月7日運用開始、ひまわり９号：平成２８年度打上げ予定）
平成２９年度概算要求額３，７４４百万円（平成２８年度予算額８，２４３百万円）

国土交通省気象庁観測部
気象衛星課
03-3212-8341

国

○台風の進路予測や注意報・警報、日々の天気予報など気象
庁が発表する各種情報の基礎データとして利用され、自然災
害の防止・軽減に寄与します。
○海面の温度、海氷の分布、大気中の
微粒子等を観測し、地球環境の監視も
行います。

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

契約 気象衛星ひまわり
運用事業（株）等
民間事業者

効果

（年度） H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41

ひまわり８号
ひまわり９号

データ受信

軌道制御

テレメトリ
（衛星の状況）

受信・解析
観測指示の
送信

ＰＦＩ事業者

観測計画の策定

気象庁

観測データの
処理・解析

気象庁

国民一般

観測指示 データ伝送

観測

観測待機

待機

気象情報

の提供

打上
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○ 平成28年度中に稼働するＧ空間情報センターの利活用
の促進を図るため、地方公共団体が保有するデータの
同センターへの登録を進める。

○ 同センターを中心として、研究者や地方公共団体、民
間利用者からなる地理空間情報を活用するグループ
（Ｇ空間ラボ）を構築し、地方における安全・安心の
向上、生産性向上に繋がる課題の分析や解決方法の提
示、地方産業の効率化・創出への支援等を実施する。

Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討
事業期間（平成28～29年）／総事業費204百万円

平成29年度概算要求額123百万円 （平成28年度予算額81百万円）

国土交通省
国土政策局国土情報課
０３－５２５３－８３５３

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国

請負契約

民 間

資金の流れ
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人工衛星の測量分野への利活用（リモートセンシング分野）
平成29年度概算要求額 ５９百万円（平成2８年度予算額６６百万円）

国土交通省国土地理院
企画調整課

０２９-８６４-４５８４

○人工衛星による地殻変動等の監視
人工衛星の観測データを利用して、地震や火山活動
に伴う地殻変動及び斜面変動や、地盤沈下等に伴う
地盤変動を面的に把握し、監視しています。

○衛星画像を用いた地図の作成等

事業概要・目的

国

請負契約

民間

資金の流れ

測量分野において、地形や位置等を把握し、我が国
の国土を表わす地図を整備・更新すること等を目的と
して、人工衛星観測データを利用した地殻変動監視や、
衛星画像を利用した地図作成等を行っています。

人工衛星の観測データを利用して、離島等における
地図の整備・更新を行っています。

事業イメージ・具体例

[合成開口レーダー画像による分析事例]

○人工衛星による地殻変動等の監視
人工衛星による合成開口レーダー（SAR）画像を利用
して、地震や火山活動に伴う地殻変動及び斜面変動や、
地盤沈下等に伴う地盤変動を面的に常時把握しています。

九十九里平野における地盤沈下
（2007年～2010年の平均変動速度）

年間 1～3cm 程度の
地盤沈下

20km
原初データ所有：JAXA,METI

桜島のSAR干渉解析結果

解析：国土地理院 原初データ所有：JAXA

離島における地図更新（硫黄島）

○衛星画像を用いた地図の作成等
航空機による空中写真撮影が困難な離島等において、
衛星画像を利用した地図の整備・更新を行います。

更新箇所

衛星画像
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○本事業では、高精度の位置測位技術を活用した車載器を開発する
とともに、得られた位置情報をリアルタイムで交通利用者、交通
事業者間で共有するための技術的要件を整理する。

○公共交通システムの高度化により、都市部における公共交通の乗
継ぎの円滑化による交通の利便性向上のほか、過疎地域における
高齢者等の移動制約者の移動手段確保への寄与などが期待される。

○平成２５年１２月に施行された交通政策基
本法において、国は、乗継ぎの円滑化、交
通結節機能の高度化などのために必要な施
策を講ずることが求められている。

○このため、公共交通システムに高精度の位
置測位技術を適用し、事業者間で共有でき
るような信頼性の高い位置情報の取得を可
能とすることにより、鉄道からバスへの乗
換時等におけるワンストップの乗継情報の
提供等を行うための環境整備を行う。

○事業の実施に当たっては、学識経験者等の
有識者をメンバーとする検討会を設置し、
事業推進の効率性・有効性の向上を図る。

高精度測位技術を活用した公共交通システムの高度化に関する技術開発
事業期間（平成２７～２９年）／総事業費約７５百万円

平成2９年度概算要求額２９百万円（平成2８年度予算額２７百万円）

国土交通省
総合政策局技術政策課
０３－５２５３ー８３０８

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国

委託

民間団体等

資金の流れ 期待される効果
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環境省
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l 平成21年に打上げられた「いぶき」（GOSAT）による温室効
果ガス観測を継続するため、後継機の開発が必要です。

l 人工衛星による観測により、二酸化炭素等の排出量の面的
かつ詳細な把握が可能となり、世界各国（特に途上国）の温
室効果ガス排出量インベントリが改善され、世界の温暖化対
策への貢献が期待されます。

l全球の温室効果ガス濃度を継続して監視する観測体制の実現
l大都市単位、大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出量
把握
l途上国における排出量の検証、インベントリの改善による温暖
化対策の推進
lエアロゾルの都市単位の総合的な測定による、越境大気汚染
対策や気候変動対策を含む総合的な環境対策の進展

「いぶき」の後継機開発及びデータ処理技術開発
事業期間（平成2４～34年（開発段階（平成３０年度打上予定）））／

衛星開発費 約２０９億円（運用費含む環境省負担分。別途文部科学省負担分あり。 ）
平成２９年度概算要求額 ４,６４５百万円（うち優先課題推進枠２６３百万円）（特別会計を含む）

（平成２８年度予算額４,４６４百万円）

事業の内容

事業の背景・目的

事業の概要

環境省 民間団体 等

l観測精度を高度化したGOSAT-2の開発
人工衛星バス、搭載センサ開発部分及び地球観測地上設備
等を開発するとともに、打上げに向けた準備を開始します。
l GOSAT-2の観測・データ処理過程の統合的高度化
温室効果ガス吸・排出量の迅速な推計のためのデータ処理技
術開発と、衛星データを地上・航空機等の観測データで検証
し、高精度化する解析技術の高度化を実施します。
l GOSAT-3の開発の検討
継続した観測体制のためセンサ長寿命化等の検討を実施し
ます。

期待される効果

条件（対象者、対象行為、補助率等）

環境省
地球環境局
総務課
研究調査室

事業イメージ

地上観測等設備による検証データ取得

標準
ガス

ボトルサンプラー

連続観測装置
地上観測
サイト

人工衛星の開発・
打上げ・運用と観測
によるデータ取得

地上観測等のデータ・
衛星データに対し、
スパコンを用いたデータ
の高度処理技術を開発

相互
補完

衛星データによる排出量監視・検証に
向けたMRV精度向上

一酸化炭素
（モデル

二酸化炭素
(GOSAT L4B)
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世界初の温室効果ガス専用観測衛星である「いぶき」
（GOSAT）は、環境省、宇宙航空研究開発機構（JAXA）及び国立
環境研究所（NIES）により共同で開発され、平成21年に打ち上
げられました。以降、順調に観測を続けており、全球を多点か
つ精度良く観測し、その高度な機能によって世界をリードしてい
ます。

「いぶき」の観測データ、温室効果ガスの濃度分布や地域ご
との吸収・排出量等のプロダクト及びその関連情報を、登録研
究者及び一般利用者に提供することを目的として、データの処
理、保存、提供を実施しています。また、平成30年度打ち上げ
予定のGOSAT-２プロジェクトにおいて、打ち上げ後に速やか
なデータ処理を開始するためのシステム開発を行っています。

「いぶき」の観測データ、温室効果ガスの濃度分布や地域ごと
の吸収・排出量等のプロダクト及びその関連情報の外部提供

衛星による地球環境観測経費
事業期間（平成１６年度～）

平成29年度概算要求額 1,016百万円
（平成28年度予算額1,041百万円）

事業の内容 事業イメージ

条件（対象者、対象行為、補助率等）

環境省 国立環境研究所

気
象

デ
ー
タ
等

一
次
処
理
済
み

デ
ー
タ

JAXAから提供される一次処理済みの「いぶき」観
測データと、気象データ等を利用し、温室効果ガス
の濃度分布や地域ごとの吸収・排出量を推計。

データ提供サイトを通じた観測
データ・推計結果等の提供

事業の概要

事業の目的

環境省総合環境政策局
総務課環境研究技術室
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事業概要・目的

事業イメージ・具体例

アジア地域渡り鳥等国際共同研究推進費 平成2９年度概算要求額 9百万円（平成2８年度予算額９百万円）
渡り鳥の飛来経路の解明事業 平成２９年度概算要求額１８百万円（平成2８年度予算額１８百万円）
発生地周辺への渡り鳥の飛来経路調査 平成2９年度概算要求額５０百万円の内数（平成2８年度予算額５０百万円の内数）
希少野生動物野生順化特別事業 平成2９年度概算要求額１０６百万円（平成2８年度予算額106百万円）

環境省
自然環境局
野生生物課

期待される効果

資金の流れ

環境省 公募等により
事業者を決定

アジア地域渡り鳥等国際共同研究推進費
渡り鳥の飛来経路の解明事業
発生地周辺への渡り鳥の飛来経路調査

希少野生動物野生順化特別事業

環境省
公募等により
事業者を決定 環境省

公募等により
事業者を決定

高病原性鳥インフルエンザ等の感染症
の発生を早期に確認するため、渡り鳥
の飛来経路、中継地を衛星追跡により
解明します。（発生地周辺への渡り鳥の
飛来経路調査については、感染症発生
時に発生地周辺に飛来する渡り鳥に対
して実施。）

過去に高病原性鳥インフルエンザが確
認されたカモ類等（発生地周辺への渡り
鳥の飛来経路調査については、感染症
発生時に発生地周辺に飛来する渡り
鳥）について、送信器を装着し、人工衛
星追跡を実施します。

高病原性鳥インフルエンザ等の感染
症に係る危機管理体制を構築し、国
民の安心・安全の確保に寄与します。

地域住民等の地域社会の協力を得な
がら、総合的に当該種の野生復帰を適
切かつ確実に進め、種の絶滅を回避す
ることを目的として、トキ、ツシマヤマ
ネコ及びヤンバルクイナの野生順化
の訓練と野生復帰及びその後のモニ
タリングを実施します。

事業概要・目的

事業イメージ・具体例

資金の流れ

期待される効果 期待される効果

資金の流れ

事業イメージ・具体例

事業概要・目的

野生順化の訓練を受けた後、放鳥する
トキ（Nipponia nippon）に発信器を装着
し、人工衛星による行動追跡調査を行
います。これによって、放鳥後のトキの
生息状況のモニタリングを行い、今後
の保護増殖事業の推進に活用してゆ
きます。

放鳥トキの飛翔範囲・生息域を把握し、
着実な野生復帰が促進されることによ
り、多様な生態系が保全されます。

渡り鳥保護のため、米、豪、中、露、
及び韓国と我が国との間で二国間渡
り鳥等保護条約等の定期的な開催、
またこれらの条約等に基づいて、共
同調査、研究を実施し渡り鳥の保護
を推進しています。

主要な渡り鳥の渡来、移動状況を把
握し、成果を全国における国指定鳥獣
保護区の指定計画等の策定等や関係
国との間の渡り鳥リストの更新及び今
後の渡り鳥保護のための国際協力の
事業計画に利用しています。ズグロカ
モメの保全に向けた共同調査の部で
は衛星追跡を実施します。

二国間会議の開催及び共同調査
を通じて渡り鳥保全のための二国
間協力推進に寄与します。
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生物多様性情報の基礎データとして利活用されることで、
自然環境及び生物多様性の保全に寄与します。
●自然環境保全施策（国立公園の区域指定、生物多様性
地域戦略の策定等）
●各種行政施策（防災・開発計画、公共事業等）
●環境アセスメントの迅速化

＜植生調査＞
平成27年度末までに全国の約77％の地域において植生
図を整備しています。

＜沿岸域変化状況等調査＞
平成27年度末までに全国の約84％の砂浜及び海岸線に
おいて変化状況を把握しています。

●
自然環境保全法第４条に基づき、昭和48年度から自然
環境保全基礎調査を実施しており、わが国の自然環境の
現状と変化を継続的に調査し、GIS化等によって情報を
提供しています。提供した情報は、自然環境行政のほか、
各種の行政施策や民間経済活動等において活用されてい
ます。

＜植生調査＞
衛星画像を利用し、地域の生物多様性の把握に必要不
可欠な基礎図面となる２万５千分の１植生図を作成して
います。

＜沿岸域変化状況等調査＞
衛星画像を利用し、沿岸・海洋生態系保全施策の基盤
となる自然海岸及び半自然海岸の砂浜・泥浜について、変
化状況を量的及び質的に把握しています。

自然環境保全基礎調査（植生調査及び沿岸域変化状況等調査）
平成2９年度概算要求額２０１百万円の内数（平成2８年度予算額２０１百万円の内数）

環境省自然環境局
生物多様性センター
0５５５-７２－６０３３

事業概要・目的

事業イメージ・具体例

環境省
公募等により
事業者を決定

資金の流れ

期待される効果

◆整備済み地域 ◆植生図（ＧＩＳデータ）

事業の内容
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事業の目的

人工衛星でとらえた海洋環境データを受信・解析し、ＮＯＷＰＡＰ関係国を含む国内外に発信する。事業期間（平成１４年～ ）

条件
（対象者、対象行為、補助率等） 環境省

（公財）
環日本海環境協力センター

・NOWPAP関連機関 ・海洋関連研究機関
・環日本海沿岸自治体 ・教育機関 ・一般市民

○リアルタイム又は準リアルタイムによる海洋観測データの取得
○衛星データを中心とした海洋観測データの保存・管理及び配布
○観測データからの海洋環境情報の抽出と分析
○海洋環境に関わる事象の時系列的なモニタリングの実施

これらの情報の提供・発信

北西太平洋地域海行動計画推進費（環日本海海洋環境ウォッチシステム）
平成２９年度予算要求額２９百万円（平成２８年度予算額３０百万円）

北西太平洋地域海行動計画推進費

環境省水・大気環境局
水環境課海洋環境室
03-5521-9025
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防衛省
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○我が国の宇宙システムがスペース・デブリとの衝突等
を回避するために必要となる我が国の宇宙状況監視
（ＳＳＡ）体制を構築するため、米国及び国内関係機
関との連携に基づく宇宙監視システムの整備に必要な
各種アセットの基本設計等を実施します。

宇宙状況監視に係る取組
平成２９年度概算要求額１３２百万円（平成２８年度予算額１９４百万円）

※契約ベース１,３９７百万円

防衛省防衛政策局
戦略企画課

03-3268-3111（22674）

国

契約

民間企業等

○宇宙監視システムの整備に先立つ基本設計
平成２８年度実施のシステム全体設計の成果を踏まえ、
米国及び国内関係機関との連携に基づくＳＳＡに必要
となる宇宙監視システムの各種アセット（センサー及
び運用システム）の整備に係る基本設計を実施します。

○宇宙監視システムの整備に向けた準備態勢の強化
米国及び国内関係機関との連携を踏まえ、宇宙監視シ
ステムの整備及び運用要領の確立に向けた準備をより
一層強力に推進するために自衛官等の要員を増員しま
す。

事業の内容 事業イメージ

条件（対象者、対象行為、補助率等）

宇宙監視システムとその運用（イメージ）
116



○自衛隊の通信所要は、一般社会における通信と同様に
増大傾向にあり、高速移動体との通信を含む画像や映
像等の迅速な伝送が必要なため、衛星通信機能の向上
を図ります。

Ｘバンド衛星通信中継機能等の整備・運営事業を含む衛星通信の利用
平成29年度概算要求額29,973百万円 （平成28年度予算額25,703百万円）

※契約ベース１13,275百万円

防衛省防衛政策局
戦略企画課

03-3268-3111（22674）

国

契約

民間企業等

○Ｘバンド防衛通信衛星３号機（スーパーバードＣ２号
機の後継衛星）の整備、運用、維持管理等
３号機について、平成３２年度の打上げ
に向けた４年間の整備及び打上げ後の
１５年間の運用・維持管理等を行います。

○Ｘバンド衛星通信機能の向上（地上局の整備・改修等）
Ｘバンド衛星通信網の再構築により実現する高速大容
量回線を有効に活用し迅速な情勢判断及び指揮に資す
る情報の共有を可能とする通信機器等の整備事業です。

○通信衛星の中継機能の借り上げ等
基幹網の通信回線の他に艦艇、航空機等の移動体との
通信手段として、様々な通信衛星を使用します。

○防衛情報通信基盤（ＤＩＩ)の整備（衛星回線関連）
ＤＩＩは、防衛省・自衛隊が一元的に共通に使用する
通信ネットワークであり、指揮中枢と各自衛隊の司令
部や部隊をつなぐ指揮統制のための基盤です。本事業
により、気象条件に依存しない安定的な衛星通信の利
用を確保します。

○各種衛星通信器材の整備・維持等

事業の内容 事業イメージ

条件（対象者、対象行為、補助率等）

Ｘバンド防衛通信衛星（イメージ）
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○商用画像衛星の利用

常続的な撮像優先権を有する防衛省の主幹光学衛星
（ＷｏｒｌｄＶｉｅｗ－４）等を用い、周辺地域におけ
る監視を実施します。
また、ＪＡＸＡ衛星ＡＬＯＳ－２の画像を利用すると
ともに、経済産業省とＡＳＮＡＲＯ－１の実運用に向け
た実証研究を実施します。

○気象衛星情報の利用
ＧＭＳ（ひまわり）、METEOSAT（欧州の気象衛
星）、GOES（米国の気象衛星）から、広範囲にわたる
気象衛星画像を取得し、航空機の運行及び訓練の安全に
活用します。

○超小型地球観測衛星を利用した情報収集の調査研究
画像の解像度は劣るものの、運用する衛星の数が大幅
に多いことにより、撮像頻度が高いという超小型衛星の
特性を生かし、広域監視や兆候察知への利用可能性を検
討します。

WorldView－4
（出典：Digital 
Globe社）

○防衛省は、平素から、主に我が国周辺地域における軍
事動向の把握に努めており、その一環として商用衛星
（光学衛星及びレーダー衛星）の画像データを収集・
分析しています。

○気象観測の分野においては、防衛省・自衛隊は、国内
外の気象衛星画像を取得し、部隊運用に資する情報と
して活用しています。

商用画像衛星・気象衛星情報の利用
平成２９年度概算要求額12,843百万円 （平成２８年度予算額6,970百万円）

※契約ベース１0,954百万円

防衛省防衛政策局
戦略企画課

03-3268-3111（22674）

国

契約

民間企業等

事業の内容
事業イメージ

条件（対象者、対象行為、補助率等）

TerraSAR-X
(出典：InfoterraGmbH社)

ALOS-2 ©JAXA
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○情報収集やリアルタイムでの情報の共有及び指揮命令
を迅速に確実なものとするC4ISR※の機能強化のため
の調査・研究を実施します。
※C4ISR:Comand ， Control ， Communication ， Computer ，
Intelligence，Surveillance，Reconnaissanceの略で、「指揮、統制、
通信、コンピューター、情報、監視、偵察」の総称

宇宙を利用したＣ４ＩＳＲの機能強化のための調査・研究等
平成２９年度概算要求額1,07３百万円 （平成２８年度予算額1,074百万円）

※契約ベース3,304百万円

防衛省防衛政策局
戦略企画課

03-3268-3111（22674）

国

契約

民間企業等

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

○防衛省の２波長赤外線センサを文部科学省・ＪＡＸＡ
の先進光学衛星に相乗りすることにより、宇宙空間で
の実証研究を行います。

○２波長赤外線センサの宇宙空間での実証研究を効率的
に実施するため、赤外線衛星画像の解析手法に関する
研究を行います。

２波長赤外線センサの実証研究（イメージ）

衛星搭載赤外線センサ部
（イメージ）

相乗り搭載

事業イメージ
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